定款施行細則様式（例示）
（　発　　番　　号　）
令和　　年　　月　　日
理事名　　　殿
監事名　　　殿
評議員名　　殿
社会福祉法人○○会
理事長　○○○○
理事会（評議員会）の開催について
令和　年度第　回理事会（評議員会）を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください。
記
１　日　時　　令和　　年　　月　　日　　時（　　　　時閉会予定）
２　場　所
３　議　題
（１）　第１号議案　　　　（議案名）
（２）　第２号議案　　　　（議案名）
４　報　告
（１）　第１号報告　　　　（報告事項名）
＊　開催通知は、少なくとも１週間前に送付すること。
令和　年度第　回評議員会　議事録
社会福祉法人　○○会
１　開催日時　　令和　年　　月　　日
自　　時　　分　　　至　　時　　分
２　開催場所
３　現在の評議員数　　　　　　　　　　名
４　出席者氏名　評議員　　　　　○○○○　　　　○○○○　　　○○○○
　　　　　　　　理　事　　　　　○○○○　　　　○○○○　　　　
　　　　　　　　監　事　　　　　○○○○　　　　○○○○　　
５　欠席者氏名　評議員　　　　　○○○○　　　　

６　議　　　長　　　　　　　　　〇〇〇〇
７　議事録作成者　　　　　　　　〇〇〇〇
８　決議に特別な利害関係を有する評議員　　　　　該当者なし
９　議　　題
（１）　第１号議案　　　（議案名）
（２）　第２号議案　　　（議案名）
10　報　　告
（１）　第１号報告　　　（報告事項名）
11　議事の経過の要領及びその結果
　　定刻に至り、定款第△条第△項に規定する評議員会定数の充足をみたので、定款施行細則第〇条第○項に基づき、○○○○を議長に選任する。また、定款第〇条第○項の規定に基づき、○○○○、○○○○、〇〇〇〇を議事録署名人に選任し議案の審議に入る。
＊　発言者を特定して、提案説明、質疑応答、議決方法及びその結果等詳細に記録すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　議事録作成者　　○○○○　

令和　　年　　月　　日（議事録作成日）

議　長　　　　　○○○○　　
　評議員　　　　　○○○○　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　評議員　　　　　○○○○　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　

　＊  定款等で議事録署名人（議事録に署名又は記名押印することと定められた者）が定められている場合は、定款等に従って署名又は記名押印することが必要です。
令和　年度第　回理事会　議事録
社会福祉法人　○○会
１　開催日時　　令和　年　　月　　日
自　　時　　分　　　至　　時　　分
２　開催場所
３　現在の理事数　　　　　　　　　　　名
４　出席者氏名　理事長　　　　　○○○○
　　　　　　　　理　事　　　　　○○○○　　　　○○○○　　　　○○○○
　　　　　　　　監　事　　　　　○○○○　　　　○○○○　　　　
５　欠席者氏名　理　事　　　　　○○○○　　　　
　　　　　　　　監　事　　　　　○○○○
６　議　　　長　　　　　　　　　〇〇〇〇
７　議事録作成者　　　　　　　　〇〇〇〇
８　決議に特別な利害関係を有する理事　　　　　該当者なし
９　議　　題
（１）　第１号議案　　　（議案名）
（２）　第２号議案　　　（議案名）
10　報　　告
（１）　第１号報告　　　（報告事項名）
11　議事の経過の要領及びその結果
　定刻に至り、定款第○条第○項に規定する理事会定数の充足をみたので、定款施行細則第〇条第○項に基づき、○○○○を議長に選任する。また、定款第〇条第○項の規定に基づき、○○○○、○○○○、〇〇〇〇を議事録署名人に選任し議案の審議に入る。
＊　発言者を特定して、提案説明、質疑応答、議決方法及びその結果等詳細に記録すること。
令和　　年　　月　　日（議事録作成日）

理事長　　　　　○○○○　　
監事　　　　　　○○○○　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　監事　　　　　　○○○○　　
＊　法令上、出席した理事及び監事全員の署名又は記名押印が必要とされていますが、定款に定めることにより出席した理事長及び監事全員の署名又は記名押印とすることも可能です。
　　　但し、このような定款の定めを設けた場合であっても、理事長が欠席した時は、出席した理事及び監事全員が署名又は記名押印する必要があります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（会計監査人非設置法人）
監　査　報　告　書

令和　　年　　月　　日　

　社会福祉法人○○○

　理事長　○ ○ ○ ○　殿

（所轄庁、評議員会）

監　事　　　　　　　　　　
監　事　　　　　　　　　　
　私たち監事は、令和○○年４月１日から令和○○年３月３１日までの令和○○年度の理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。

１　監査の方法及びその内容

　　各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。以上の方法により、当該会計年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該会計年度に係る計算関係書類（計算書類及びその附属明細書）及び財産目録について検討いたしました。

２　監査意見

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告等は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。
②　理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
（２）計算関係書類及び財産目録の監査結果
計算関係書類及び財産目録については、法人の財産、収支及び純資産の増減の状況を全ての重要な点において適正に示しているものと認めます。
３　追記情報
（注）社会福祉法第５９条の規定に基づき毎会計年度終了後３月以内に所轄庁に提出する社会福祉法人現況報告書（事業の概要等）に、理事長あての監査報告書の写しを添付している場合は、所轄庁あての報告は省略して差し支えない。

　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（特定社会福祉法人）

監　査　報　告　書

令和　　年　　月　　日　

　社会福祉法人○○○

　理事長　○ ○ ○ ○　殿

（所轄庁、評議員会）

監　事　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
監　事　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　私たち監事は、令和○○年４月１日から令和○○年３月３１日までの令和○○年度の理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。
１ 監査の方法及びその内容
各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
（１）　理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。
（２）　事業報告に記載されている理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他社会福祉法人の業務の適正を確保するために必要なものとして社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号）第２条の16各号に掲げる体制の整備に関する理事会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部管理体制）について、理事及び職員等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
（３）　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（社会福祉法施行規則第２条の33各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該会計年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算関係書類（計算書類及びその附属明細書）並びに財産目録について検討いたしました。
２ 監査意見
（１）事業報告等の監査結果
1 　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。
2 　理事の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
3 　内部管理体制に関する理事会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部管理体制に関する事業報告の記載内容及び理事の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。
（２）計算関係書類及び財産目録の監査結果
　会計監査人○○○○の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
３　追記情報
（注）社会福祉法第５９条の規定に基づき毎会計年度終了後３月以内に所轄庁に提出する社会福祉法人現況報告書（事業の概要等）に、理事長あての監査報告書の写しを添付している場合は、所轄庁あての報告は省略して差し支えない。

（特定社会福祉法人以外の会計監査人設置法人）

監　査　報　告　書

令和　　年　　月　　日　

　社会福祉法人○○○

　理事長　○ ○ ○ ○　殿

（所轄庁、評議員会）

監　事　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
監　事　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　私たち監事は、令和○○年４月１日から令和○○年３月３１日までの令和○○年度の理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について、次のとおり報告いたします。
１ 監査の方法及びその内容
各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事及び職員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。
また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。加えて、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号）第２条の33各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該会計年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算関係書類（計算書類及びその附属明細書）並びに財産目録について検討いたしました。
２ 監査意見
（１）事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示しているものと認めます。
2 　理事の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
（２）計算関係書類及び財産目録の監査結果
会計監査人○○○○の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
３　追記情報
（注）社会福祉法第５９条の規定に基づき毎会計年度終了後３月以内に所轄庁に提出する社会福祉法人現況報告書（事業の概要等）に、理事長あての監査報告書の写しを添付している場合は、所轄庁あての報告は省略して差し支えない。

（別表）監事監査重点項目

	事　項
	監　事　意　見

	法人の組織運営状況

（規程、役員・理事会・評議員会）
	

	法人の組織運営状況

（人事・労務管理）
	

	事業（活動）状況、施設・事業の運営管理状況
	

	福祉サービスの質の向上のための取組状況
	

	社会福祉充実計画の作成・実施の状況
	

	法人及び事業の会計状況
	会計帳簿の状況
	

	
	予算の編成状況
	

	
	出納・財務の状況
	

	
	契約状況（契約方法、入札方法）
	

	
	資産の管理状況
	

	
	経理区分間及び会計単位間の資金異動状況
	

	
	決算書類の作成状況

	

	
	法人の財務状況等
	

	その他
	


（注）監事意見欄は、監事監査チェックシート等による確認結果に基づき、区分ごとに「適正である」「概ね適正である」「○○の処理が、○○となっており、○○規程○○条に違反しているので是正されたい。」（是正又は改善を要する点は具体的に記載）等の意見を記載する。　　　　　　　　　　　　
	№　　　
委　嘱　状
あなたを社会福祉法人○○会の（理事・監事・評議員）に委嘱します
令和　　年　　月　　日
任期　　　　令和　　年　　月　　日から
令和　　年　　月の定時評議員会終結の時まで
（若しくは、「 令和　年度決算に係る定時評議員会終結の時まで 」）

○○○○　　　　殿

社会福祉法人　○○会
理事長　　○○○○　　




	№　　　　　
就　任　承　諾　書
社会福祉法人○○会（理事・監事・評議員）に就任することを承諾します。
　なお、理事（監事・評議員）に就任するにあたっては、定款に定める事項を遵守することを誓います。
令和　　年　　月　　日
任期　　　　令和　　年　　月　　日から
令和　　年　　月の定時評議員会終結の時まで
（若しくは、「 令和　年度決算に係る定時評議員会終結の時まで 」）

社会福祉法人　○○会
理事長　　○○○○　殿
住所

氏名　　○○○○　　　　　　　  印


申　立　書
私は、社会福祉法第４０条第１項第３号から第６号までの下記の役員欠格要件に該当しないことを申し立てます。
記
１　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又は社会福祉法の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者（社会福祉法第４０条第１項第３号）
２　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者（社会福祉法第４０条第１項第４号）
３　社会福祉法第５６条第８号の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員（社会福祉法第４０条第１項第５号）
４　暴力団員又は暴力団員でなくなった日から5年を経過しない者（社会福祉法第４０条第１項第６号）

令和　　年　　月　　日
住所
氏名　　　　　　　　　　　　 印
社会福祉法人　○○会
理事長　○○○○　殿
履　　歴　　書

年　　月　　日現在

	ふりなが　　　　　　　　　　
	性

別
	
	生 年 月 日


	年  　月　  日



	氏　　名             　　　　印        印
	
	
	
	

	ふりなが
	電話

　　　　―　　　　―　　

	現 住 所　　　　　都・道

〒　　　―　　　　府・県
	

	ふりなが
	電話

―　　　　―



	連 絡 先　　　　　都・道

〒　　　―　　　　府・県
	


	年　　月　～ 　年　月
	学　　歴　　　・　　　職　　歴

	【 学　歴 】

　　　　年　月

【 職　歴 】

　　　　年　月

　　　　年　月
	大学　　　学部　　　学科卒業

（株）　　　　　　入社（医薬品製造販売業）

（株）　　　　　　退社



	年　　月　～ 　年　月
	社　　会　　活　　動　　歴

	　　　年　月～　年　月

　　　年　月～　年　月

　　　年　月～　年　月

　　　　年　月～　年　月


	　

民生委員・児童委員

保護司

　　　　　　町内会長

　社会福祉法人　　　　　　　　理事




	
	
	
	

	
	

	役員（評議員）名簿

	　役職名
	　
	　
	　
	　氏　名

	　住 　所
	生年月日
	　年　　月　　日生

	主　な　職　歴（社会福祉事業歴）

	　　年　　月
	　

	　　年　　月
	　

	　　年　　月
	　

	　　年　　月
	　

	法　人　役　員　歴

	就任（退任）年月日
	役　職　名
	任　期
	代表権の有無

	年　月　日
	　
	　
	　

	年　月　日
	　
	　
	　

	年　月　日
	　
	　
	　

	年　月　日
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	

	他の役員（評議員）との親族等の特殊な関係

	氏名
	関係
	
	

	　
	　
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	役員の資格等各種要件

	要件
	該当
	備考

	（理事）社会福祉事業の経営に関する識見を有する者
	　
	　

	（理事）当該法人が行う事業の区域の福祉に関する実情に通じている者
	　
	　

	（理事）当該法人が施設を設置している場合は当該施設の管理者
	　
	　

	（監事）社会福祉事業について識見を有する者
	　
	　

	（監事）財務管理について識見を有する者
	　
	　


文　書　受　付　簿

	受　付


月　日
	差　出


月　日
	発番号
	題　　　　名
	あて先
	差出者
	処理

期限
	文書取扱責任者　印
	業務担当者印
	処理

月日

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	　
	　
	
	
	　
	　
	理事長施設長　
	
	　
	　
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	理事長施設長　
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	理事長施設長　
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	理事長施設長　
	
	
	
	
	
	
	


注１　送付された文書はすべて記載すること。ただし、私信及び事務連絡等軽易な文書は除く。
注２　あて先には該当文字を○印で囲むこと。
	
	
	
	
	
	
	
	

	(表面）

	起　　案
	　　　　年　　月　　日
	起案者職氏名



　　　　　　　　　　　　 印
	　保存期間

	処理期限
	　　　　年　　月　　日
	
	

	決　　裁
	　　　　年　　月　　日
	
	

	  理事長  　　　　 施設長　　　　　　関係職員

	

	  件　名

	

	

	　

	　

	

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	
	　発番号
	文書取扱責任
者　印
	　
	公　印　
管　理　　
者　印　　　　
	　

	
	　　　　年　　月　　日発送
	
	
	
	


	（裏面）

	

	　

	

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　

	　


	文　書　発　送　簿
	

	発　送
月　日
	発番号
	文　書　題　名
	あ　て　先
	差　出　者

	
	
	
	
	理事長
	施設長

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


	別表１
	
	

	公印の種類、名称、寸法及び管理者

	公印の種類及び名称
	寸　　法
	管理者

	法人印
	社会福祉法人

○○会印
	
	○　○　長

	職　　　　　　　　　　印
	　社会福祉法人

　○○会理事長印
	
	○　○　長

	
	社会福祉法人
○○会○○園
施設長印
	
	○　○　長


	別表２
	
	
	

	文書保存年限

	文書区分
	文書名
	年限
	備考

	
【管理運営・会計関係】
１　定款その他諸規程
	

定款、就業規則、給与規程、運営規程、旅費規程等運営上重要な規則
	

永年
	

適用された期間を明示して、廃止規程集として綴り込み保存

	２　許認可申請及び許
  認可書並びに重要な
  届出書
	法人設立、定款の変更、施設の認可（承認）及び変更、診療所の開設許可及び変更、その他関係官庁関係の重要な許認可及び届出書類
	永年
	1件毎に完結までを一括綴り込みして、目録を付して保存

	３　登録等関係書類
	法人登記（設立、変更）、不動産登記（贈与、売買、抹消、権利及び義務の設定並びにこれ等に関する契約書等）
	永年
	1件毎に完結までを一括綴り込みして、目録を付して保存

	４　理事会・評議員会
  関係書類
	役員名簿等人事関係書類
理事会、評議員会及び評議員選任・解任委員会議事録及び議案書（事業計画書及び予算書（当初、補正）を含む）
	永年
(永年)
	役員ごとに就任から退任に至るまでを一括綴り込みして保存

	
	　
	
	

	５　現況報告・会計経理関係書類
	現況報告書、事業報告書及び決算報告書（財産目録、貸借対照表、収支計算書、附属明細表、預金等残高証明書、固定資産物品現在高報告書、決算試算表）
その他の会計帳票（試算表、勘定票、仕訳伝票、収入、支出証拠書等）及び各種台帳
	10年
	年度ごとに整理して保存
法人において統合製本して保存
※財産目録は５年

	
	
	
	

	６　業務日誌
	法人及び施設の運営記録
	３年
	入所等利用状況、職員の勤務状況、行事、来客、事件等を記録

	７職員の勤務関係書
  類
	職員名簿、履歴書及び任免等人事記録
	永年
	退職職員ごとに一括して綴り込み保存

	　
	採用時健康診断記録及び定期健康診断記録（個人別記録表）
	５年
	当該職員退職後起算

	　
	出勤簿、超過勤務等命令簿、出張命令簿等勤務関係書類
	３年
	　

	８　給与関係書類
	賃金台帳（兼源泉徴収台帳）
給与支給明細表及び各種手当認定関係書類
	５年
３年
	　

	９　各種会議録
	職員会議録、処遇等会議録、給食会議録等
	３年
	　

	10各種事業計画及び
  実績結果
	年間、月間行事等実施計画及び結果記録
	３年
	　


	　　　
文書区分
	　　　　　　　　　
文書名
	年限
	　　　　
備考

	11　災害事故防止関係
  書類
	消防計画書、消防設備等保守点検記録、避難訓練等実施計画・結果記録
	３年
	　

	12　関係官署に対する
  報告及び届出書
	法令に基づく文書、左記以外の文書
	５年
３年
	理事長の判断による

	
【入所関係】
１　入所者（利用者）
  名簿
	　
	

３年
	　

	２　入所者台帳
	
	永年
	物故者・退所者別に分けて、関係書類を一括綴り込みして保存

	３　処遇に関する記録
	施設としての処遇計画・処遇方針
個別処遇方針及び経過記録（ケース記録）
	永年
５年
	事業計画書の一分野
利用終了後起算、永年として入所者台帳に統合保存可

	　
	生活相談員・介護職員日誌、夜勤・宿直日誌、クラブ・訓練・作業指導記録等
	３年
	　

	４　給食に関する記録
	献立表、栄養出納簿、食品受払簿、各種調査記録及び給食日誌等
	３年
	　

	５　看護に関する記録
	個人別健康管理表
医薬品受払簿及び看護日誌等
	５年
３年
	　

	６　本人支給品預かり
　金関係記録
	年間支給計画
預かり金収納簿及び収入・支出証票
所持金品引継関係書類（入所及び退所時）
	３年
10年
10年
	

永年として入所者台帳に
統合保存可

	７　措置費・事務費関
　係
	措置、措置変更、措置廃止関係文書
事務費補助金関係書類
費用徴収関係文書
	永年
永年
５年
	　

	８　介護保険関係
	介護報酬請求書（控）
利用者契約書類
	５年
永年
	　

	９　障害者自立支援法
　関係
	支援費請求書（控）
利用者契約書類
	５年
永年
	　

	10　その他
	面会簿、外出外泊簿等
	３年
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	(注）保存年限は茨城県がこれまでの指導方針等により例示したものであり、関係法令等で定められた年限を踏襲し、

	　 各法人において判断してください。
	
	

	
	
	

	(参考) 社会福祉法により、評議員会の議事録は、評議員会があった日から１０年間主たる事務所に、５年間従たる
事務所に備え置くことが定められており、また、理事会の議事録は理事会があった日から１０年間主たる事務所に
備え置くことが定められております。

なお、保存については社会福祉法の定めがなく、法人において保存期間を定める際には、後の法律上の争い等が
発生した際に証拠書類となりえることなどを考慮して決定する必要があります。


公印





公印





公印











年 





○mm 





　社会福祉法人��　○○会印 





○mm 





○mm 





 社会福祉法人�  ○○会　�　理事長印 





○mm 





○mm 





社会福祉法人�○○会○○園�施設長印 





○mm 
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